（様式１）

社会福祉法人及び施設設立趣意書
１　社会福祉法人設立の趣意及び経緯
（１）趣意及び経緯
（２）法人経営方針

２　施設設立の趣意及び経緯
３　事業計画及び支援方針の概要
（１）事業計画

　　　※事業種別・定員・主たる対象者を設定している場合は主たる対象者・

　　　開所時間・施設方針をどのように事業計画に反映させたか等を記載すること。
（２）施設の運営方針

（３）施設の支援方針
（４）利用者のニーズ、定員数の根拠
４　授産事業（又は介護等サービス）の計画
（１）授産事業（又は介護等サービス）の内容

（２）利用者の具体的な作業内容

（３）企業等の連携、販路等について
　注）記載内容に応じて適宜項目及びページ数を増やして作成すること。
（様式２）
　　（設立代表者が設立に関する一切の権限を有する場合の委任状の記載例、

　　　設立代表者が贈与契約の当事者となる場合は、この様式例ではなく、様

　　　式３、４を参照すること。）

委　　　任　　　状　　　（記載例）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（注１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（注２）

　　上記の者を社会福祉法人○○会の設立代表者として設立に関し必要な一切

　の権限を委任する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日（注３）

設立者（注４）　　住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　実印

設立者（注５）　　住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　実印

設立者　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　実印

設立者　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　実印

設立者　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　実印

設立者　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　実印

注１　設立代表者の住所（印鑑登録証明書記載のとおりに記入）

注２　設立代表者の氏名（印鑑登録証明書記載のとおりに記入）

注３　贈与契約日以前の日付である必要がある。省略しないこと。

注４　設立代表者以外の設立者（理事、印鑑登録証明書記載のとおりに記入）

注５　連記式でなく、設立者別の個別の委任状でも差し支えない。

（様式３）
　　（設立代表者が贈与契約の当事者（寄付者）となる場合の委任状の記載例。

　　　この様式例による場合は、同時に様式４も必要となる。）

委　　　任　　　状　　　（記載例）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（注１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（注２）

　　上記の者を社会福祉法人○○会の設立代表者として設立に関し必要な権限

　（○○○＜設立代表者氏名＞の贈与契約（注３）に係る部分を除く。）の一切

　を委任する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日（注４）

設立者（注５）　　住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　実印

設立者（注６）　　住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　実印

設立者　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　実印

設立者　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　実印

設立者　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　実印

設立者　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　実印

注１　設立代表者の住所（印鑑登録証明書記載のとおりに記入）

注２　設立代表者の氏名（印鑑登録証明書記載のとおりに記入）

注３　贈与契約以外にも地上権設定契約等の案件がある場合は、適当な文書に

　　置き換える。

注４　設立代表者以外の設立者（理事、印鑑登録証明書記載のとおりに記入）

注５　連記式でなく、設立者別の個別の委任状でも差し支えない。

（様式４）
　　（設立代表者以外の者に設立代表者との贈与契約に係る権限のみを委任す

　　る場合の委任状の記載例、様式例３に関連して作成する。）

委　　　任　　　状　　　（記載例）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（注１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（注２）

　　上記の者に社会福祉法人○○会と○○○○＜設立代表者氏名＞との贈与契　

　約（注３）に係る権限を委任する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日（注４）

設立者（注５）　　住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　実印

設立者（注６）　　住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　実印

設立者　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　実印

設立者　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　実印

設立者　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　実印

設立者　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　実印

注１　設立代表者の代理人の住所（印鑑登録証明書記載のとおりに記入）

注２　設立代表者の代理人の氏名（印鑑登録証明書記載のとおりに記入）

注３　贈与契約以外にも地上権設定契約等の案件がある場合は、適当な文書に

　　置き換える。

注４　贈与契約日以前の日付である必要がある。省略しないこと。

注５　設立代表者の代理人を除く設立者（理事）全員。したがって、設立代表

　　者も含まれる。（印鑑登録証明書記載のとおりに記入）

注６　連記式でなく、設立者別の個別の委任状でも差し支えない。

（様式５）
履　　　歴　　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日現在

	ふりがな
	性別

	氏　　名


	男・女


	生年月日

大正

昭和

平成　　　　年　　　月　　　日
	本籍

都・道

府・県

	現住所　〒

　　　　　　　　　電話　　　　（　　　）

	年
	月
	主　　な　　学　　歴

	
	
	

	
	
	

	年
	月
	職　　　　　　　　歴

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	年
	月
	社会福祉事業活動歴

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	年
	月
	地域代表としての役職（現在就任しているものを記載すること）

	
	
	

	
	
	

	年
	月
	法人役員に関する資格

	
	
	


（様式６）
就　任　承　諾　書
令和　　　年　　　月　　　日　
（仮称）社会福祉法人○○

　設立代表者　○○　○○　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名       　　　　       　
　私は、社会福祉法人○○が設立されましたら理事（監事、評議員）に就任することを承諾します。
（様式７）

欠格事由等の確認書
令和　　　年　　　月　　　日　
　（仮称）社会福祉法人○○

　設立代表者　○○　○○　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名        　　　       
１　私は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「社会福祉法」という）第４０条第１項第２号から第５号までに規定する全ての欠格事由に該当しません。
２　私は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員等の反社会的勢力ではありません。
３　私は、各評議員（候補者）及び役員（候補者）について、別紙における関係がある者が
　（どちらかを○で囲んでください。）
　　　　　　　いません。　　・　　います。
【関係がある者がいる場合に記入】
	別紙における
項目番号
	該当する
役員・評議員名
	関係性（例：株式会社Aで役員と職員の関係など）

	
	
	

	
	
	


４　私は、上記第１項から第３項の記載事項に変更がある場合は、遅滞なくその旨を通知します。
【別紙】確認書提出に当たっての参照資料（例）
１　社会福祉法第４０条第１項第２号から第５号までに規定する欠格事由（確認書１関連）
（１）精神の機能の障害により職務を適正に執行するに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者
（２）生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又はこの法律の規定に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者
（３）禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行受けることがなくなるまでの者
（５）所轄庁の解散命令により解散を命ぜられた社会福祉法人の解散当時の役員
２　関係がある者（確認書３関連）
（１）あなたの親族関係等
　　①　配偶者
　　②　三親等以内の親族
　　③　事実上婚姻関係と同様の状態にある者
　　④　使用人（個人的に雇用している者）
　　⑤　あなたから受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者
　　⑥　④又は⑤に掲げるものの配偶者
　　⑦　③から⑤に掲げるものの三親等以内の親族であって、これらの者と生計を一にするもの
（２）あなたの所属する他の団体における役員又は職員等
　　⑧　あなたが役員若しくは業務を執行する社員となっている他の同一の団体（社会福祉法人を除く。）の役員、業務を執行する社員又は職員
　　⑨　あなたが理事又は職員である他の社会福祉法人の理事又は職員
　　⑩　あなたが所属する次に掲げる団体の職員（国会議員及び地方公共団体の議会の議員を除く。）
　 国の機関、地方公共団体、独立行政法人、国立大学法人又は大学共同利用機関法人、地方独立行政法人、特殊法人又は認可法人
（様式８）
研修受入施設承諾書
　法 人 名

　
　代表者名  　        　　　　     　　　様
　貴施設が設立され、社会福祉法人○○○の施設の運営が開始されるにあたり、施設に従事される職員の研修について、当法人で研修の受け入れをすることを承諾します。
令和     年     月     日　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法 人 名　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　施 設 名 　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名  　        　　　　    
（様式９）
誓　約　書
　私は、○○○（施設名）の施設長就任にあたり、施設長資格を有しないため、下記の研修を受講することを誓約します。
　　　　令和　　年度　社会福祉施設長資格認定講習会
　　　　　　　　　　　　（全国社会福祉協議会開催）
令和     年     月     日　
法 人 名　　　　　　　　　　　　　　 
施 設 名 　　　　　　　　　　　　　　
施設長名  　        　　　　     　
　上記のことを承認し、上記の施設長予定者が、施設開設時までに施設長資格を得られない場合には、他の有資格者を施設長に専任することを誓約します。
令和     年     月     日　
法 人 名　　　　　　　　　　　　　　 
施 設 名 　　　　　　　　　　　　　　
代表者名  　        　　　　     　
（様式10）

地域福祉に対する考え方について

	法 人 名（仮称）
	　　　　

	住　　　所


	　　　　

	設立代表者
	　　　　

	１　地域への貢献について（考え方）

２　地域福祉に対する法人の役割について（考え方）

３　法人設立後の地域福祉についての具体的な取組について（具体的な案等）

４　その他、法人としての地域福祉に対する熱意や考えについて（決意表明等）




　地域に対してどのような貢献ができるのか。地域福祉において果たすべき法人の役割は何かなど、法人の地域福祉に対する考え方を、取組等について記載してください。
（様式13）

＜施設名　　　　　　　　　　＞　の大規模修繕計画について

１　修繕の概要

（１）法人名

（２）開所年月日　　　平成・昭和　　　年　　月　　日【開所後経過年数　　年】

（３）建物延床面積　　　　　　　　　　　　　　㎡

（４）修繕総事業費　　　　　　　　　　　　千円

（５）補助対象事業費　　　　　　　　　　　千円

（６）補助予定額　　　　　　　　　　　　　千円

　　　　　　　　（国県補助金：　　　　　　千円、県単補助金　　　　　　千円）

２　修繕を必要とする理由

３　修繕内容（修繕箇所の写真を添付すること。）

　①

　②

　③

（様式14）

土地・建物の確認調書

１　土地

　・面積　　　　　　　　　　　㎡
　・地目：

　・現土地所有者　　　　　　・法人理事等との関係　（　あり　・　なし　）

　　※「あり」の場合、具体的に記入　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

　・購入費用（購入する場合）

　　　　　　　　　千円（　　　　　　　円／㎡）

　　　※近隣公示価格、取引事例等購入費用が適正である旨の参考資料を添付すること

　・借地契約の期間（借地の場合）

　　　平成　　年　　月から平成　　年　　月まで　　　年間（３０年以上）

　　　　　・借地料月額　　　　　　　　　　円（　　　　　　　円／㎡）

※近隣公示価格、取引事例等借地料が適正である旨の参考資料を添付すること。

　・所有権以外の権利（あり・なし）

　　※所有権以外の権利（抵当権等）がある場合は、その内容及び対応策を添付すること。

２　建物

　・建築面積　　　　　　　　　　㎡（建ぺい率　　　　％　≦基準　　　　　％）

　・延べ床面積　　　　　　　　　㎡（容積率　　　　　％　≦基準　　　　　％）

　・施設建設費　　　　　　　　　千円

　・建築単価　　　施設建設費（対象経費）／延床面積＝　　　　　　　　円／㎡

　　
　

　・建物の構造　　　　　　　　　造　　　建
　・工法

・基礎の種類

・外壁の構造

　・スプリンクラー設備（有・無）

　・耐火構造（耐火構造・準耐火構造・無）
３　既存の建物　

　（解体撤去工事、仮設施設整備工事が当該事業計画に含まれる場合に記載）

　

　・解体撤去工事後、運営中の事業所指定の要件を満たすか　（　適　・　否　）

　・仮設施設は、事業所指定の要件を満たすか　　　　　　　（　適　・　否　）

　・既存の建物や設備等に、補助金を活用したものがあるか　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　あり　・　なし　）

　※「あり」の場合

　　　・補助金の名前　　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

　　　

　　　・年度　　　　　　　平成　・　昭和　＿＿＿　年度　

　　　

　　　・使途　　　　　　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

　　　

　　　・補助金額　　　　　____________________ 円　

　　　・財産処分の必要　　（　あり　・　なし　）　　　　　　　　　　　　　　　　
（様式15）
             土　地　譲　渡　確　約　書（記載例）
令和　　年　　月　　日　
（仮称）社会福祉法人○○会
　　　設立代表者　○○　○○　様
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　（寄附者名又は土地売却予定者名）　実印
　下記の土地について、（仮称）社会福祉法人○○会が川口市に社会福祉施設整備費補助金の協議をしている（（仮称）事業所名）について、川口市から社会福祉施設整備費補助金の内示がされた場合は、ただちに寄附（又は売却）いたします。
記
	土 地 の 所 在
	地  番
	地  目
	地積（㎡）
	実測（㎡）
	譲渡価格（円）※

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	


※欄は、法人が土地を購入する場合のみ記入すること。
○　寄附者（又は売却者）の印鑑証明書、身分証明書及び登記されていないことの証明書を添付すること。
（様式15-2）
　　　　　　　　　　所有権移転登記確約書（記載例）
　下記の土地について、寄付申込書を提出（又は土地譲渡契約を締結）した際は、ただちに貴法人に対し、所有権移転登記を行うことを確約いたします。
                      平成　　年　　月　　日
                             住所
                             氏名（所有者）　　　　　　　　　　実印
（仮称）社会福祉法人○○会
　　設立代表者　　　○○○○　様
記
１　土地
    ○○○○町○○丁目○○番所在の土地１筆　　　　　　　　　　　㎡
（様式16）
土地賃貸借確約書（記載例）
令和　　年　　月　　日　
（仮称）社会福祉法人○○会
　　　設立代表者　○○　○○　様
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　（土地所有者）　　　実印
　下記の土地について、（仮称）社会福祉法人○○会が川口市に社会福祉施設整備費補助金の協議をしている（（仮称）事業所名）について、川口市から社会福祉施設整備費補助金の内示がされた場合は、ただちに賃貸借契約を締結することを確約いたします。
記
予定賃貸借期間：契約開始時から３０年間

	土 地 の 所 在
	地  番
	地  目
	地積（㎡）
	実測（㎡）
	予定賃料（月額　円）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	


○　土地所有者の印鑑証明書、身分証明書及び登記されていないことの証明書を添付すること。
（様式16-2）
賃借権登記確約書（記載例）
　下記の土地について、土地賃貸借契約を締結した際は、ただちに貴法人に対し、賃借権登記を行うことを確約いたします。
                      令和　　年　　月　　日
                             住所
                             氏名（所有者）　　　　　　　　　　実印
（仮称）社会福祉法人○○会
　　設立代表者　　　○○○○　様
記
１　土地
    ○○○○町○○丁目○○番所在の土地１筆　　　　　　　　　　　㎡
（様式18）

利用者数見込調書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　施設名　　　　　　　　　　　　　　　　

	事業種別
	定員
	利用者数見込み

	
	
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	年度
	年度

	
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	％
	％
	％
	％
	％

	
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	％
	％
	％
	％
	％

	
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	
	％
	％
	％
	％
	％

	合　　計
	人
	人
	人
	人
	人
	人


○注意

・利用者数見込み欄の下段には利用率を記載すること。

・事業開始である令和６年度から５年間について記入すること。

・多機能型事業所、障害者支援施設の場合は、事業種別毎に記入すること。

・（１）施設運営収支計画表、（２）収入支出の算出根拠の積算基礎となる利用者数との整合性を取ること。

１　利用者のニーズの調査方法・結果

２　利用者数見込み及び利用率見込みの具体的な積算根拠

　注）記載内容に応じてページ数を増やして作成すること。

　　　また、アンケート結果等がある場合は別添資料とすること。
（様式19）
　　　　　　　　　　寄　附　申　込　書（記載例）
令和　　年　　月　　日　
（仮称）社会福祉法人○○会
　　　設立代表者　○○　○○　様
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　（寄附者名又は土地売却予定者名）　
　下記の資金については、社会福祉法人○○会が設立認可された場合は、ただちに寄附いたします。
記
　　１　施設建設資金　　　金　　　　　　　　　　円
　　２　土地取得資金　　　金　　　　　　　　　　円
　　３　施設運営資金　　　金　　　　　　　　　　円
    ・「１」及び「２」は、「設立計画書」の資金計画のうち、自己資金分に該当
　　　するものとしての寄附額。
　　・「３」については、法人を設立する場合、開設当初の運転資金（年間施設運
　　　営費の12分の3）に充当するものとしての寄附額。
　　・「１」、「２」、「３」を合わせた額以上の預金残高証明書を添付しなければな
　　　らない。
　　・寄付金の強要は認めない。
○　寄附者の印鑑証明書、身分証明書及び登記されていないことの証明書を添付すること。

（様式21）
社会福祉施設の建設に関する意見書
第　　　　　号
令和　　年　　月　　日
　（仮称）社会福祉法人　○○○会
　　設立代表者　○○　○○　　様
○○市町村長　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)　　
	 １　施設ごとの障害者計画における当該事業の必要性及び緊急性について
	法人名
	
	施設名
	
	 １　施設ごとの障害者計画における当該事業の必要性及び緊急性について

	
	
	
	施設種別・定員
	
	

	
	 １　施設ごとの障害者計画における当該事業の必要性及び緊急性について
	

	
	
	

	
	 ２　利用者のニーズ（計画の妥当性）
	

	
	※事業者が実施したニーズ調査を踏まえて、当該整備計画が該当か否かを記載すること。
	

	
	 ３　設立代表者等の適格性
	

	
	
	

	
	 ４　建設場所の妥当性
	

	
	
	


	　５　関係法令の適合　※法人が担当課に該当がないことの確認または内諾を得ているか確認し記載

	農振除外
	

	農地転用
	

	開発許可
	

	建築確認
	

	接続道路
	

	給水・排水
	

	緑化
	

	埋蔵文化財
	

	消防
	

	保健所
	

	 ６　地域住民の理解　　※　事業開始後、利用者が不測の損害を被ることが無いか

	

	 ７　在宅福祉施策の取り組みについて

	

	 ８　その他特筆すべき事項

	


	 ※　総合意見（施設整備の是非）

	


担当　○○○課○○○係　　○○　
電話　＊＊＊－：：：－：：：：　

（様式22）

前年度決算の分析調書

（※Ｆ３の決算書と整合性がとれていること）

１　資金収支計算書

　・当期資金収支差額　　　　　　　　　　　　　　　千円（黒字・赤字）

　・前期末支払資金残高　　　　　　　　　　　　　　千円（黒字・赤字）

　・当期末支払資金残高　　　　　　　　　　　　　　千円（黒字・赤字）

　※赤字がある場合は、赤字の理由及び対応策を様式２２－１に記載。

２　事業活動計算書

　・当期活動収支差額　　　　　　　　　　　　　　　千円（黒字・赤字）

　・前期繰越活動収支差額　　　　　　　　　　　　　千円（黒字・赤字）

　・当期末繰越活動収支差額　　　　　　　　　　　　千円（黒字・赤字）

　・次期繰越活動収支差額　　　　　　　　　　　　　千円（黒字・赤字）

　※赤字がある場合は、赤字の理由及び対応策を様式２２－１に記載。

３　積立金

　・積立金名称：　　　　　　　　　　　　　　当期末積立額　　　　　　　　千円
　※積立金が複数ある場合は適宜追加すること。

４　負債の状況

　①　流動負債　　　　　　　　　　　　千円
　　［内訳］

　　・短期運営資金借入金　　　　　　　　　千円（前年度償還額　　　　　　千円）
　　　　借入先　：

　　　　償還期間：　　年　　月～　　年　　月（滞納　なし・あり）

　　・役員短期借入金　　　　　　　　　　　千円（前年度償還額　　　　　　千円）
　　　　役員名　：　　　　　　　

　　　　償還期間：　　年　　月～　　年　　月（滞納　なし・あり）

　②　固定負債　　　　　　　　　　　　　　　　千円
　　［内訳］

　　・設備資金借入金　　　　　　　　　　　千円（前年度償還額　　　　　　千円）
　　　　借入先　：

　　　　償還期間：　　年　　月～　　年　　月（滞納　なし・あり）

　　・長期運営資金借入金　　　　　　　　　千円（前年度償還額　　　　　　千円）
　　　　借入先　：

　　　　償還期間：　　年　　月～　　年　　月（滞納　なし・あり）

　　※内訳は適宜追加すること。

　※滞納等問題がある場合は、理由及び対応策を別添とする。


(様式22-1)

決算が赤字になる理由















　（写真を貼付


　　してください。）








　※　建築単価が近年の実勢価格と比して　（　高額　・　安価　・　平均額　）である。


〈その理由・根拠　（設計や材料等）　〉





　記入者：法人内 財務担当者（監事は除く）　　氏名＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿





１　平成２９年度から令和３年度における財務状況の推移について





























２　財務状況改善のためのこれまでの取り組み


























３　今後の見通し及び取組み
































※　足りない場合は、適宜追加すること。


　　必要に応じて、図やグラフで補足すること。
























